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注１該当する□には、レ印を記入してください『特定事業者以外の甑業者の方はし印の記入は不要で．ｌ三

２「培I[樋年度_’とはﾖﾅ画期１１i】のIiiI年度を、「目標年度ｊとは３１画ⅢＩＮＩの岐終年度を、「報告年度」とはiif画期11Mのうち、今回慨l1iの対象となる年度をいい'jこす．

３Ｆ砺業所等排出区分」とは厳郁府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを、Ｆ輸送Ｈ１[両排M1区分」とは自動FII運送事業者については使用の本拠の位個を求郁府内.とする
車両の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車両又は旅客車両の排出する温室効果ガスを、「その他排出区分」とは上記以外の京節府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温室
効果ガスをいいます。

’1「原jli位当たりの温室効果ガス排出皿等」の「用途区分」には、○,○工場、事務所などの１N途を記入してください『「原111位の指標」には、分子の「二酸化炭紫換算Ｊの下に分母となる術標（生産数皿、延べ床
而稲、走行距離等）を記入してください。

５「その他の地球温暖化対策による温室効果ガスの削減賦等」のうち「森林の保全及び整伽」のrll標年度（計1画）」欄にはiI1ijiIUⅡ111''１の目標の累計を、「報俗年度（笑繍）」欄には尖綴の県iifを記入してくださ
い，

６「特記事項」には、平成２年度（１９９０年度）を基噸とした排llllikの対比や、省エネ製,Yil)11発など他者の温室効果ガス排11脳１１減への貢献、グリーン鋼途の操111、特定フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの
削減などを記入してください

住所（法人にあっ
ては、主たる事務

所の所在地）
東京都千代田区二番町８番地８

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代
表者の氏名）

株式会社セブンーイレブン・ジャパン代表取締役井阪隆一

事業者の主たる
業種 小売業（コンビニエンスストア）

該当する事業者
要件

庭京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

に
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はバス100台以上／タクシー150台以上／鉄道
車両150両以上）

両京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成２０年４月～平成２３年３月

基本方針
店舗（ＰＣ店・自営店）の使用エネルギー（原単位＝年間１店舗１ｎｆ当たり）の効率改善による使用電力の削減、及び地区事務所の温暖化防止の啓発に
よる温暖化ガス量の削減を行う。

推進体制 各部門長をメンバーとする環境対策プロジェクト会議に基き、環境対策の進捗確認と環境負荷の低減を図る゜また、加盟店に対してもさまざまな機会を
通じて環境への取組みの情報発信と徹底を図る。

環境マネジメントシステム名称 独自マネジメントシステム導入

適用範囲

取得年月日

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の状況

年度

平成22年度

設備、対象、工程等

店舗設備及び
営業用車両

措置内容

･既存店の省エネ改装、照明（店内･看板）のＬＥＤ化、冷凍機廃熱を利用した給湯器の採用等。
･営業車両の低排出ガス車への入替え（リースアップ後順次）

温室効果ガスの

排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実績）
平成１９年度
(二酸化炭素換算）

目標年度（計画）
(平成22）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(計画）

報告年度（実続）
(平成22）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(実績）

9,716.0ｔ 1Ｌ915.0ｔ 22.6％ 11,058.5ｔ 13.8％ 

133.0ｔ 156.0ｔ 17.3％ 147.2ｔ １０．７％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

＊１ 9.849.0ｔ *２１２，０７１０ｔ 22.6％ ＊J IL205.7ｔ 13.8％ 

･新規出店により店舗数増加するも店舗・事務所とも見込み排出量よりは排出量を低減することができた。
･１１年1.2月に既存店の省エネ改装を実施。京都府下での省エネ啓発により一定の効果があった。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

店舗
二酸化炭素換算

店舗面積(kg-CO2/nrf･年）

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

実絞に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実紙）

349ｋｇ-CO2/nｉ 347ｋｇ-CO2/nｉ －０．６％ 324.8ｋｇ-CO2/nｆ -6.9％ 

％ ％ 

％ ％ 

･１１年１．２月に既存店の省エネ改装を実施。また直営店の省エネ事例を加盟店へ共有し省エネ啓発を継続。昨夏高温
だったにも関わらず、原単位当たりの排出量削減が達成できた。

その他の地球温

暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内崖の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力

又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）
取組舷等 (二酸化炭素換算）

(整備而稲） hａ (吸収皿） ｔ 

(利用壁） rｎ１ (削減、） ｔ 

(売噸錘） kwｈ (削減、） ｔ 

(熱供給舩） GＪ (削減皿） ｔ 

(購入遮） kwｈ (削減量） ｔ 

(鯛入且） ｔ (削減111） ｔ 

＊３ ０．０ｔ 

報告年度（実績）
取組量等 (二酸化炭素換算）

(整蝋面稲） hａ (吸収段） ｔ 

(利１１]麺） rｎ３ (RＩ減量） ｔ 

(充趣iil） kwｈ (削減過） ｔ 

(熱供給、） GＪ (削減凪） ｔ 

(IMI入肚） kwｈ (削減鼠） ｔ 

(鯛入風） ｔ (削減、） ｔ 

＊５ ０．０ｔ 

差引排出量

(排出合ilf-削減等合計）

基準年度（実絃）

＊１ 9.849.0ｔ 

目標年度（計画）

(*2)-(*3112,071.0ｔ 

増減率（計画）

22.6％ 

報告年度（実績）

㈹１１－(*5） 11,205.7ｔ 

増減率（実績）

13.8％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

･京都都心部グリーン配送への協力
･ライトダウン・キャンペーンへの参加
･セブンーイレブン記念財団を通じた、環境市民団体への助成活動（助成先別紙）

特記事項
･平成23年年１．２月に木津州見台１丁目店、伏見稲荷榎木橋店にて省エネ改装を実施。
･京都府下２店舗に太陽光発電パネルを設置。発電した電気は全肚店舗で使用。

･設備機器の冷媒用フロンは、定期点検時に確認し漏出の防止に努めている。


